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ユアサ化成株式会社   代 表取締役社長 吉 田 隆 正

代理者 常 務取締役工場長 赤 松  良
―

(3)付帯設備更新時、高効率タイプヘの切り替え の グリーン製品購入の推進

当工場では、C02排 出係数の低い電気の使用に努めており、使用電気量の全てを関西電力から購入している。

その排出係数は0358(平成17年度実績)であり、この排出係数】賞用した場合、基準年度(実績)及び目標年度(計画)の夢卜出量は

約163t C02(約4ゆ少なくなる。
H18年 度 12%C02減 少の内、工程改善による削減は2%、 残 り10%は 生産物量減による減少。

注 1該 当する□には レ 印を記入してください。特定事業者以外の干来者の方はレ印の記入は不要です。

2〔 基準年度Jと ,ま計画lu側の前年度を f日 標年度Jと は計画期間の最終午 FEと 「報告年度」とは汁画期門のうち 今 回報告の対生となる年度をいいます。

3荘
産警驚憲揺桝唇傘七集需務擁缶卑2話彗所震縁賀審F駿建牟彙客たるよ喜言盆棒学塚度場緯告賢晨続霧黎喬名森亀十ど鍛窒裁奥サ峡唇↑

Jrを済是課置置秀F普岳上需以京岩祭黒需合控名
ける事業所得の事業活動:こllい発生する程室効果ガスをいいます。

4「 そのはの地球温暖イヒ対策による限室効果ガスのおJ政注等Jの 実績については 計 画期間中の実級の累ヨ|を記入してください。

(如)/ツ ーンを力の購入による晨を効果ガスの創渋実績が 18年 度5ト ンで19年_F iOトンの場合 19年 度の報告書の■線については 181F度 と19年 度の実績を弊】「し15トンと誰入

5「 待記事項Jに 1ま 均 主2年度 (1990年 度)を 基準とした排出よの対比やユネルギー卯準位C位排出設 省 エネ製品隅完など他者のは笙効果ガス排は肖け江への貢献 /ツ ーン調達の塩

用 特 定フロンなどの条例指定外のほと劾災ガスの高J臓などを記入してください。

レ 京都府地球温暖十ヒ対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原滴に換算 して1,500キロブットル以上))

.京 都府地球温暖fヒ対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラックスはバス100台以上/タ クシー150台
i 以

上/鉄 道車両150前以上)

「 京都庁摯球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸tヒ炭素に換算 して3,000ヽ

平成 19年 月 ～  平 成    20年 3月

で当工場のIS014001環境マネジメン トシステムを基に、エネルギー消費効率の改善及び節電を図り、2%の 温室効果ガス

田野工場長を統活責任者とするIS014001推進体制を基に地球温暖化対策の推進管理システムを構築する。

製造工程に於ける不 (前年度比 5%減 )に よる電気和!用効率の改善→C02:0品 減

を見直し、ライン専用化を行い電気使用重肖Ⅲ減→C02:1郭 減

の見直 しによる電気使用量の削減→C02,0

(H17)年 度 (H19)年 度

4,171 t

自然エネタレギーを和,用した
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